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 本年 8 月 28 日、日本繊維産業連盟が、国際人権を尊重した企業活動を促進するための「繊維産業における責任ある企業行動

ガイドライン」（以下「本ガイドライン」といいます。）を公表しました。ガイドラインの策定作業は 2021 年秋に始まり、労働分野の国

連専門機関として、ILO（国際労働機関）1駐日事務所が全面的なサポートを行って策定されました 23。 

 筆者は ILO コンサルタントの立場から、ILO の国際労働基準の視点、各国法の視点、企業の人権デューデリジェンスに関する実

務経験等を踏まえ、本ガイドラインのドラフト作成、日本政府・各種業界団体 4・産業別労働組合・市民社会組織・他の国際機関等

のマルチステークホルダーとの意見交換を含む全体企画、ヒアリングの実施、各ステークホルダーからの意見の反映等、策定の

全過程の実作業を担当しました。 

 

 なお、本ガイドラインと並行して、経済産業省から、本年 9 月 13 日に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための

ガイドライン」が発行されています 5。業種横断的な当該ガイドラインが、国連指導原則や OECD のガイドライン 6等、これまで多く

の日本企業にも参照されてきた国際的な既存文書を紹介し、主として人権デューデリジェンスの「手続面」を解説しているのに対

し、同ガイドラインへのパブリックコメント 7中でも多く要請がなされていたとおり、本ガイドラインは、企業が人権デューデリジェンス

の初めの一歩を実質的に踏み出す上でまず理解が必要となる、「人権とは（そもそも）具体的に何を指すのか」という点の「実体

面」の解説、すなわち国際労働法の基礎の解説に比重を置いています（本ガイドラインの第二部の 2.）。まず、何が「人権」の範囲

に含まれるのか、どのようにして「人権」侵害の有無を判断するのかの理解が進まなければ、どのようにリスクを評価してよいか

が解らず、適切にデューデリジェンスが行えないため、実体面の理解は企業が人権対応を進める上で必要な知識となりますが、

既存の日本のガイドライン類の中では、この点を主眼として、ILO（国際労働基準を制定する専門機関）が全面的に関与して策定

されたものがありませんでした。 

 

 これに起因して生じている問題として、例えば、多くの日本企業が既に導入している CSR 調査票・サプライヤーアンケートや取

引先行動規範等では、「『強制労働』を強いてはならない」「『児童労働』を行わない」「『差別』を行わない」等、非常に一般的・抽象

的な記載に留まっていることが多いのが現状です。 

 何が「強制労働」や「差別」に該当するのか、どのようにして実際に禁止される「児童労働」を判断するのか等の理解が関係者間

                                                   
1 ILO はジュネーブに本部を置く国連の専門機関で、すべての人のディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現を目

指して、国際労働基準を策定する等世界各国で活動を実施しており、国際労働法の形成の中心となる機関です。 

2 ILO プ レ ス リ リ ー ス 「 ガ イ ド ラ イ ン 完 成 、 8 月 公 開 へ  JTF が 会 見 」 （ 2022 年 7 月 28 日 ）

https://www.ilo.org/tokyo/whatsnew/WCMS_852597/lang--ja/index.htm 

3 ILO プレスリリース「ILO と日本繊維産業連盟（JTF）が、繊維産業の責任ある企業行動促進に向けた覚書を締結（2021 年 11 月 5

日）https://www.ilo.org/tokyo/information/pr/WCMS_826706/lang--ja/index.htm 

4 日本繊維産業連盟は、日本の繊維産業の発展に向け、各種情報の収集、政府への政策要望、海外関係団体との交流等を実施し

ており、繊維関係 28 団体及び繊維産地 18 支部、賛助会員 48 社で構成されています。 

5 https://www.meti.go.jp/press/2022/09/20220913003/20220913003.html 

6 https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf 

7 国内外から 700 以上の意見が提出されています。https://www.meti.go.jp/press/2022/09/20220913003/20220913003-b.pdf 
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で進まなければ、実質的な人権リスクを拾うことができず、紛争に巻き込まれるリスクを含む企業に対する様々なリスクを回避す

ることも難しくなります。技能実習生のパスポートの取り上げ等はごく一部の例であり、実際には、一般的に多くの方がイメージし

ている「強制労働」よりも広範囲の事案が問題になります。また、国内の職場における差別が、一般的にイメージされる海外の「強

制労働」と同等に重要な人権課題として国際労働基準上は位置付けられていること、何が国際労働基準上の「差別」に該当する

かに関する理解等、国際労働基準の基本的な内容もまだ十分に普及していないのが国内の現状として感じられます。 

 

 このように、「人権とは何か」という点の共通認識が広がらないまま、海外の法制化の影響も受けつつ日本国内でも人権対応の

必要性が急速に高まっている現状を受け、人権対応を推進する立場にある経営者に加え、現場で人権デューデリジェンスを進め

なければならない担当者の目線から、実務に役立つ手引きとすることを目指したものが本ガイドラインとなります。以上のような背

景を踏まえ、本ガイドラインを経済産業省発行のガイドラインと補完関係にあるものとしてご参照頂くことが推奨されます。 

 

 本ガイドラインは、日本繊維産業連盟のウェブサイトのトップページからダウンロードが可能です。 

 

 なお、本ガイドライン策定に至る背景として、2021 年 7 月に、経済産業省が「繊維産業のサステナビリティに関する検討会報告

書」を公表し、当該報告書の中で、「業界団体において、国際労働機関（ILO）をはじめとする国際機関と連携しつつ、サプライ

チェーンが適正に管理されているか等をチェックするデュー・ディリジェンスに取り組みやすくするためのガイドラインを策定するこ

と」を提言したことが挙げられます 8。これを受けて、本ガイドラインは、人権に関する国際労働基準等の国際基準の要求事項を満

たしたガイドラインの導入による、業界全体の取り組み強化と国際競争力向上、そして、サプライヤーの能力強化によるディーセ

ント・ワークの創出とサプライチェーンの強靭性獲得を目的として策定されました。 

  

 上述のとおり、ILO の策定・管轄する国際労働基準を踏まえつつ、人権の内容についての理解を促進するために、国際労働法

の実体面の解説を行なった文書として、本ガイドラインは、業種を問わず参考にして頂けるものとなっています。国際人権法によ

り認められている国際人権は労働権だけではありませんが、企業が人を雇用して、又は人を雇用する事業パートナーや個人事業

主との関係を通じて企業活動を行なっている限り、労働者の権利は、どのような企業であっても、その事業国や企業の規模を問

わず必ず留意が必要になるため、数ある人権の中でも最も重要な権利の一つとなります。同様の理由から、本ガイドラインは大

企業と中小企業の双方に参照頂ける内容となっています。 

 

 
 

 本ガイドラインの第一部では、なぜ今企業が人権対応を行う必要があるのかを導入として解説し（第一部の 1.）、その上で、人権

デューデリジェンスの取り組みを進めて頂く上でまず頭に入れて頂きたい最重要ポイントを解説しています（第一部の 4.）。具体的

には、①現場レベルでの具体的な取り組みを実現するためにも、人権尊重体制を企業全体としてコミットする旨のトップによる宣

言と会社のガバナンス体制への組み込みを行い、その上で、②関係する実際の権利保持者を中心とするステークホルダーとの

対話を実施し、③第二部で解説する各人権課題に関する国際基準の内容を理解しつつ、自社に即した人権課題の内容と程度、

対処方法を検討していくことをポイントとして挙げています。このうち、③については、以下のとおり、第二部の 2.で国際労働基準

の基礎的部分を解説しています。 

 

 第二部の 1.では、まず自社内の人権課題に関する取り組みに係る基本事項を解説しています。サプライチェーンの人権リスクが

取り上げられやすいのが現状ですが、指導原則でも引用されている ILO の中核的労働基準（本ガイドライン p.14 の脚注 2 参照）

                                                   
8 経済産業省「繊維産業のサステナビリティに関する検討会」報告書（2021 年 7 月）。これを受けて、日本繊維産業連盟が、国際労

働機関（ILO）の協力の下、本ガイドラインを策定して日本の繊維産業全体でのディーセント・ワークの実現に向けた連携を進めるこ

とが合意されました。https://www.meti.go.jp/press/2021/11/20211105004/20211105004.html 

本ガイドラインの構成 
 

第一部 本ガイドラインの目的・概要 

第二部 自社内における確認と取り組み 

第三部 取引先との関係における確認と取り組み 

第四部 人権デューデリジェンスの全体像 

https://www.jtf-net.com/
https://www.meti.go.jp/press/2021/11/20211105004/20211105004.html


 

 

Ⓒ Nishimura & Asahi 2021 
 

- 3 - 

では、職場における差別の問題も、強制労働等と並んで最も重要な課題と位置付けられています。日本はまだ、雇用及び職業に

ついての差別を禁止する ILO111 号条約を批准していませんが、当該事実にも表れており、また、ILO からも従前から指摘されて

いるとおり、特に日本に顕著なジェンダー問題を含む社内の課題も、サプライチェーンの問題と同様に国際基準の観点からの見

直しが必要となります。なお、差別の問題は、現状、多くの日本企業において人権とは別個独立のサステイナビリティ課題として

取り挙げられがちである DE&I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）とも密接に関連する課題であり（本ガイドライン p.25

頁以下参照）、既に実質的な取り組みを推進している日本企業は、これを人権リスクと紐付けて開示対応を含め対処することによ

り、ステークホルダーからの信頼向上にも寄与することが考えられます。 

 

 第二部の 2.では、①強制労働、②結社の自由・団結権・団体交渉権、③差別、④児童労働、⑤ハラスメント、⑥外国人労働者、

⑦労働安全衛生、⑧賃金、⑨労働時間の、労働権に関する 9 つの個別課題について、それぞれに関連する国際労働基準（国際

労働法）の基礎的な内容と、関連する日本の法令等、そして、リスクを増大させる要因の例を紹介しています（なお、これらの各個

別項目のうち④「サプライチェーン上の課題例」では、日本の繊維・アパレル業界に即したリスク要因をサプライチェーンの川上・

川中・川下に分けて分析していますが、当該項目以外の個別課題の解説は、全業種に参考にして頂けるものとなっています。）。 

 

 これらを含む個別の人権・労働課題を理解する上で必要となるのが、国際基準（国際法）と国内法との関係です。国際人権法・

国内労働法の各国による条約批准を踏まえて各国国内法が制定されていますが、未だ多くの国において両者のギャップが存在

するのが現状です（批准がされていない場合には一層このギャップが拡大する関係にあります。）。このギャップの分析及びそれ

への対処は、各国現地法の分析に基づく従来の法務対応では行われて来ませんでしたが、このギャップの大きい部分が、従来の

法務では対処してこなかった優先すべき人権リスクともいえる関係にあります。指導原則等において、企業の責任の内容が、「国

際人権法・国際労働法で規定される人権を尊重すること」という枠組みとされていることから、人権デューデリジェンスの実施にあ

たり、国際人権法・国際労働法と現地法の両者を十分に理解すること、そのためにまず国際基準（国際法）の内容を理解すること

が、何がその国ごとに顕著な課題かを把握して適切にリスク分析を行う上で必要な対応となります 9（以下図は、本ガイドライン

p.15 より抜粋。国際労働基準は、企業に対する直接の拘束力を持たずに発展してきましたが、企業も当該基準を遵守すべきとい

うことが、指導原則及び昨今海外で進展する人権デューデリジェンス関連法の要請事項となっています。）。実務が先行する海外

諸国ではこのような対応が進んでいますが、日本でも、法務部門が積極的に取り組みに関与して推進していくことが重要となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第二部の 2.の個別の課題の解説は、ガイドラインという性質上の制約から基礎的な内容の解説のみに留まるため、取引先行動

規範の改定や現地調査の際に入れ込むべき確認項目、個別具体的な事案でのリスクの検証に関しては、社内に専門家が存在し

ない場合、国際人権法・国際労働法の内容に明るい弁護士等の外部専門家から助言を得ることが必要です。もっとも、本ガイドラ

インでは、単に「強制労働」といっても賃金の不払いや長時間労働等もこれに該当し得ること等、まず基礎的な理解を習得する上

で参考として頂けるような内容となっています。実務的にも、直接取引先や間接取引先との間で、なぜ、また、どのように人権対応

を進めなければならないのかといった理解を共有することに苦慮されている日本企業のケースが多い中で、まずは確立された国

際労働基準の内容を、現場に落とした具体的な形で説明していくことが重要かつ効果的です。 

 

                                                   
9 詳しくは、渡邉純子「サステイナビリティと日本企業の海外進出 −ビジネスと人権⑩ 人権デューデリジェンスの実践[その 5]− 」参

照。 

https://www.nishimura.com/ja/newsletters/corporate_211117.html
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 第三部では、取引先との関係でどのように人権リスクの確認を進めていったら良いかということについて、多くの日本企業が誤

解しやすいポイントを中心に解説しています（第三部の 2.では、海外における人権リスクについて特に留意すべき観点にも触れて

います。）。 

 

 第四部では、経済産業省のガイドラインと同様、国連指導原則及び OECD のガイドラインに基づき、人権デューデリジェンスの手

続面の概要を解説していますが、ここでも、国際基準に照らした日本企業の現状の実務の問題点等、見落とされやすいポイントを

中心に解説しています。 

 

 本ガイドラインは、日本の業界団体（日本繊維産業連盟）と産業別労働組合（UA ゼンセン）が、現場の課題を踏まえてガイドライ

ンに盛り込むべき内容や今後の啓発に向けた協働等に関し、エンゲージメント（労使対話）を行いつつ策定された初めての例でも

あります 10。国際的な潮流の変化に伴い、日本企業も人権デューデリジェンスに対応しなければならない中で、表面的な対応では

なく実際のリスクをより的確かつ効率的に把握できるよう、本ガイドラインがより多くの日本企業の皆様の参考となれば幸いです。 

 

 

＊本ガイドラインを踏まえた社内研修や人権デューデリジェンスに関する支援のご相談等、お気軽にご連絡下さい。 

 

 
 

                                                   
10  ILO プレスリリース「策定に向け初の労使対話を開催」（2022 年 6 月 24 日）

https://www.ilo.org/tokyo/information/pr/WCMS_849463/lang--ja/index.htm 

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。 

 

西村あさひ法律事務所 広報室 E-mail  

https://www.ilo.org/tokyo/information/pr/WCMS_849463/lang--ja/index.htm
https://jurists.smktg.jp/public/application/add/33
https://www.nishimura.com/ja/newsletters
mailto:newsletter@nishimura.com
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